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京都市市営住宅（右京区及び西京区管内の公営住宅） 

指定管理者募集要項 
 
この度、公営住宅等の維持管理の一層の効率化及び入居者への更なるサービス向上が

図られることを期待して、京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第

２条の規定に基づき、右京区及び西京区管内の公営住宅の管理について指定管理者を募

集するもの。  

＊「指定管理者」とは、地方自治法第 244 条の 2第 3 項の規定により、公の施設の管理運営を行う法人その他団体です。 

 

１ 応募の資格  

応募できる者は、法人その他の団体（以下「法人等」という。）で、当該施設の管理

運営を行ううえで人的かつ財産的な管理能力を有し、かつ、次に掲げる資格を有する

ものとする。 

なお、複数の法人等での共同による応募（以下「グループ応募」という。）の場合に

は、全ての構成法人等が⑴～⑼の応募資格を有する必要があり、構成法人等のうち代

表となる者（以下「代表法人等」という。）が⑽及び⑾の応募資格を有する必要があ

る。 

⑴ 法人等で、当該施設の管理運営を行ううえで人的かつ財産的な管理能力を有し

ていること。 

⑵ 当該公の施設の所管局等の長が代表者に就任している法人等でないこと。 

⑶ 法人等又はその代表者が契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を

得ない者でないこと。 

⑷ 法人等の代表者、役員又はその使用人が刑法第９６条の６又は第１９８条に違

反する容疑があったとして逮捕、又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から２

年を経過しない者でないこと。 

⑸ 法人等又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３

条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認

定された日から２年を経過しない者でないこと。 

⑹ 法人等又はその代表者が指定管理者として行う業務に関連する法規に違反する

として関係機関に認定された日から２年を経過しない者でないこと。 

⑺ 法人等又はその代表者が次に掲げる税等を滞納していないこと。 

 ア 所得税又は法人税 

 イ 消費税 

 ウ 法人等又はその代表者の所在地の市町村税 

 エ 法人等又はその代表者の所在地の市町村の水道料金及び下水道使用料 

⑻ 法人等の代表者、役員又はその使用人が京都市暴力団排除条例（以下「排除条
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例」という。）第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴

力団密接関係者でないこと。 

⑼ グループ応募の場合には、そのグループの代表となる法人等を選定すること。 

なお、グループ応募の構成法人等は、他のグループ応募の構成法人等となり、

又は単独で申請を行うことはできない。 

⑽ 令和６年７月１日時点において、直近３年以上法人等としての活動があり、か

つ共同住宅（賃貸のみ）を１，０００戸以上管理していること。 

⑾ 「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律(令和 2年法律第 60号)」に基

づき、賃貸住宅管理者として国土交通大臣の登録を受けていること（同法の適用

がある場合に限る）。 

 

２ 指定期間  

令和７年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

３ 管理対象施設（以下「本施設」という。）の概要 

※ 令和６年７月１日現在の情報 

⑴ 市営住宅 

市営住宅の名称 構造 階数 棟数 管理戸数 EV 所在地 

嵯峨市営住宅 中層耐火 2～3 4 74 ○ 右京区嵯峨天龍寺立石町 

大覚寺市営住宅 中層耐火 3 3 36 × 右京区嵯峨大覚寺門前井頭町 

広沢市営住宅 高層耐火 5～6 2 81 ○ 右京区嵯峨広沢御所ノ内町 

蜂ヶ丘市営住宅 中層耐火 4～5 5 140 × 右京区太秦乾町 

葛野市営住宅 高層耐火 10 1 100 ○ 右京区西院西貝川町 

西大路市営住宅 中高層耐火 4～10 1 75 ○ 右京区西院東中水町 

西京極市営住宅 中層耐火 5 10 240 × 右京区西京極新田町 

鳥谷市営住宅 木造 1 － 3 × 右京区京北下中町鳥谷 

橋向市営住宅 木造 2 － 6 × 右京区京北周山町上ノ段 

洛西東新林市営住宅 中層耐火 5 16 504 × 西京区大枝東新林町 

洛西北福西市営住宅 
高層耐火 11 3 461 ○ 

西京区大枝北福西町 
中層耐火 5 16 600 × 

洛西南福西市営住宅 中層耐火 5 9 310 × 西京区大枝南福西町 

洛西東竹の里市営住宅 中層耐火 5 25 850 × 西京区大原野東竹の里町 

樫原市営住宅 中層耐火 3～5 13 370 ○ 西京区樫原釘貫、岡南ノ庄 

合 計 － － 108 3,850 － － 
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⑵ その他の施設 

ア 有料付属施設（駐車場） 

※ 種別には以下の種類があります。種別によって指定管理者に実施していただく

業務内容が異なります。なお、種別等については変更となる可能性があります。 

・ 面貸しとは、駐車場の複数区画の使用を一括して自治会等に使用承認する場

合をいいます。 

・ 個人貸しとは、市営住宅の入居者等に対し個別に駐車場の区画の使用を承認

する場合をいいます。このうち、管理業務の一部を自治会等に委託している場

合を単に「個人貸し」、委託していない場合を「完全個人貸し」と表記してい

ます。 

イ 付属施設（アを除く。）及び付帯施設 

児童遊園、集会所、管理事務所、広場及び緑地、自転車置き場、物置、ごみ

置き場等 

 

４ 業務の概要 

詳細は、別紙「京都市市営住宅管理業務仕様書」及び「京都市市営住宅管理業務説

明書（施設管理編）」のとおり 

⑴ 管理運営業務 

ア 入居者選定後の入居手続等に関する事務  

イ 特定入居（公募によらない入居）に関する事務 

ウ 退去に関する事務 

市営住宅に付属する駐車場 種別※ 全区画数 
種類別内訳 

一般 軽 身障者 来客用 

嵯峨市営住宅 面貸し 49 45 0 0 4 

大覚寺市営住宅 面貸し 15 15 0 0 0 

広沢市営住宅 面貸し 40 37 0 1 2 

蜂ケ丘市営住宅 個人貸し 47 41 0 2 4 

葛野市営住宅 完全個人貸し 2 2 0 0 0 

西京極市営住宅 面貸し 165 158 0 2 5 

洛西東新林市営住宅 面貸し 181 176 1 4 0 

洛西北福西市営住宅（1 丁目） 面貸し 365 320 36 2 7 

洛西北福西市営住宅（4 丁目） 完全個人貸し 120 92 24 4 0 

洛西南福西市営住宅 面貸し 150 136 10 0 4 

洛西東竹の里市営住宅（東） 面貸し 89 89 0 0 0 

洛西東竹の里市営住宅（中） 面貸し 181 137 35 0 9 

洛西東竹の里市営住宅（西） 面貸し 125 112 8 0 5 
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エ 収入申告に関する事務 

オ 収入超過者、高額所得者に関する事務 

カ 口座振替に関する事務 

キ 収納に関する事務（口座振替以外） 

ク 低収入減額（家賃減免）に関する事務 

ケ 特別減額（年度途中の収入減少等による家賃の減額）に関する事務 

コ 生活保護減額（生活保護基準額等を超える家賃の減額）に関する事務 

サ 生活保護受給者（長期入院）の住宅扶助廃止に伴う家賃免除認定 

シ 敷金の減免及び徴収猶予に関する事務 

ス 滞納整理に関する事務 

セ 同居、入居承継等の届出・申請に関する事務 

ソ 駐車場の管理、使用料の徴収等に関する事務 

タ 目的外使用許可に関する事務 

チ その他の管理に関する事務 

ツ 施設管理（維持修繕）に関する事務 

テ 施設管理（保守点検）に関する事務 

ト 施設管理（社会資本整備総合交付金等を活用する事業）に関する事務 

ナ 施設管理（その他）に関する事務 

⑵ 物品管理業務 

ア 本市が貸与する物品  

(ｱ) 指定管理者は、京都市公有財産及び物品条例第１２条の規定に基づき、別に

締結する物品の貸与及び管理に関する協定の定めるところにより、施設の管理

運営に必要な物品（以下「貸与備品」という。）を無償で使用できるものとする。

貸与備品の管理に当たっては、備品台帳を備え、善良な管理者の注意をもって

管理すること。 

(ｲ) 指定管理者は、貸与備品を常に良好な状態に保つこと。また、貸与備品の更

新が必要な場合は、本市が指定管理者に対し支払う指定管理料により購入又は

調達することができるものとする。 

(ｳ) 指定管理者は、故意又は過失により貸与備品を毀損滅失したときは、速やか

に本市に報告するとともに、これを弁償するため、同等の機能及び価値を有す

るものを購入又は調達すること。 

(ｴ) 指定管理者は、指定期間の終了等に伴い指定管理者が変更となる場合、指定

管理者は貸与備品を本市又は本市が指定する者に対して引き継ぎを行うこと。 

(ｵ) 住宅管理システム（ネットワーク専用端末及びプリンターを含む。）は、本市

が貸与し、同システムの保守費用及びネットワーク回線費用は本市が負担する。

ただし、消耗品費等は指定管理者が負担すること。また、洛西北福西市営住宅
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内の管理事務所以外に窓口を設ける場合、本市のネットワークへの接続のため

の工事等の初期費用は指定管理者が負担すること。 

なお、指定管理者の過失（システム関連の人為的な原因によるソフトウェア

や機器の損傷、データ入力の誤りや漏れを含む。）等により損害等が発生した場

合には、指定管理者の負担で適切に対処すること。 

イ 指定管理者が準備する物品 

(ｱ) 指定管理者は、上記協定に定める貸与備品以外に業務上必要と思われる物品

（以下「購入備品」という。）については、本市が指定管理者に対し支払う指定

管理料により購入又は調達し、管理業務の用に供すること。 

(ｲ) 指定管理者は、購入備品が経年劣化等により管理業務の用に供することがで

きなくなった場合には、新たに購入又は調達することができるものとする。 

(ｳ) 指定管理者は、購入備品のほか、必要に応じ指定管理者の負担により購入又

は調達した備品（以下「その他備品」という。）を管理業務の用に供することが

できるものとする。 

(ｴ) 指定管理者は、指定期間の終了等に伴い指定管理者が変更になる場合、不要

な物品は、自己の責任と負担により撤去又は撤収すること。ただし、本市が認

める場合は、本市と協議のうえ、本市又は本市が指定する者に対して引き継ぐ

ことができるものとする。  

(ｵ) 購入備品及びその他備品については、ア(ｱ)のとおり貸与備品とは区別して

管理すること。 

 

５ 管理運営に係る基本的事項 

⑴ 管理運営体制 

業務に当たる職員として責任者及び担当者を置くこととし、次の点に留意しつ

つ、業務内容を適正に処理できる体制とすること。 

ア 公的住宅の管理業務に精通した人員を配置し、十分な体制を組むこと。 

イ ⑵において設置する指定管理者の窓口には、必ず常駐者を配置すること。ま

た、住民からの苦情、要望等に対し迅速・的確に対応できる人員を配置するこ

と。 

ウ 債権回収の実務に精通した人員を配置し、初期滞納の段階から迅速に督促業務

を実施する体制を組むこと。 

エ 災害や事件、事故等の緊急・異常事態その他トラブル等が発生した場合の入居

者等からの通報に対しては、２４時間対応できる体制を組むこと。また、修繕等

の緊急対応が必要になった場合は、迅速に対応すること。 

⑵ 指定管理者の窓口 

ア 指定管理者の窓口の設置 
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指定管理者が業務全般を行う窓口を設置すること。住民からの苦情、要望、ト

ラブル等対応に当たり、概ね１時間以内（ただし、鳥谷及び橋向市営住宅は概ね

１時間３０分以内）に本施設に駆け付けることのできる場所に窓口を設置するも

のとする。なお、洛西北福西市営住宅内の管理事務所の使用を希望する場合は、

無償で貸与する。 

イ 窓口の開設時間 

月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分まで 

※ 国民の祝日に関する法律に規定する休日（以下「祝日」という。）及び年末

年始（１２月２９日から１月３日まで）を除く。 

※ 上記以外の時間にも窓口業務を行うことは可能。 

⑶ 管理運営業務に係る費用 

ア 提案価格に含める指定管理料 

今回提案を求める指定管理料は、ア(ｱ)～(ｵ)のとおり。 

イ～オに係る経費については提案価格に含まないが、イ～オに記載の業務の実

施に伴って必要となる人件費及び事務費については、ア(ｱ)「一般管理費」に含

めて提案すること。 

別途締結する協定書において定める指定管理料の金額については、指定管理者

の候補者(以下「指定候補者」という。)の提案に基づき、予算の範囲内で別途協

議のうえ、決定する。 

また、消費税の税率改正に伴う支出増減分については、本市と指定管理者で別

途協議を行うものとする。 

年度ごとの提案上限額（予定価格）は 

・ ４年間総額 金１，３４８，０００千円（消費税及び地方消費税込み） 

・ 令和７年度   金３３７，０００千円（消費税及び地方消費税込み） 

・ 令和８年度   金３３７，０００千円（消費税及び地方消費税込み） 

・ 令和９年度   金３３７，０００千円（消費税及び地方消費税込み） 

・ 令和１０年度   金３３７，０００千円（消費税及び地方消費税込み） 

であり、この金額の範囲内で収支計画を作成すること。 

なお、提出された収支計画がこの上限額（予定価格）を超過していた場合は、

失格とする。 

本項目に含む経費は次のとおり。また、本項目に含む経費は、原則として精算

を行わない（別に定めがある場合を除く。）。 

(ｱ) 一般管理費 

人件費、事務費等 

・ 本募集要項、「京都市市営住宅管理業務仕様書（以下「業務仕様書」とい

う。）」及び「京都市市営住宅管理業務説明書（施設管理編）」で特に定めの
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ない費用は、一般管理費に含む。 

(ｲ) 駐車場管理経費 

業務仕様書の「１５ 駐車場の管理、使用料の徴収等に関する事務」に係る

経費 

(ｳ) 保守管理費 

業務仕様書の「１９ 施設管理（保守点検）に関する事務」に係る経費 

(ｴ) 緊急修繕費 

業務仕様書の「１８ 施設管理（維持修繕）に関する事務」のうち「⑵ 緊

急修繕及び小規模修繕」に係る経費 

・ 前述のとおり原則精算はしないが、以下に該当する場合は、本市との協議

のうえ、本市が適当と認めた額を別途支払うことがある。 

a 災害（地震、洪水、台風など）や社会的事変（戦争、テロ、暴動など）に

よる被害の処理等の事業費 

b 経年劣化に起因するトラブルに係る事業費のうち大規模なもの 

c 本市指示による緊急修繕等に係る事業費のうち大規模なもの 

(ｵ) 空家整備費 

業務仕様書の「１８ 施設管理（維持修繕）に関する事務」のうち「⑶ 空

家整備」に係る経費 

a 次の＜最低整備戸数＞に示す戸数を整備する。指定管理料の提案に当たっ

ては、最低整備戸数を整備した場合の経費を計上すること。 

＜最低整備戸数＞ 

年度ごと 

45 戸/年※ 

※ 45 戸には、車いす専用住戸 2 戸を含む。 

b 車いす専用住戸については、本市の指示により、整備住戸数を減じる場合

がある。その場合は、別途本市が指定する住戸を整備すること（費用はアの

提案価格に含む）。 

c このほか、a及び bとは別に、本市が整備を指示する場合があるが、その場

合の費用についても、別途協議を行う（アの提案価格には含まない。）。 

イ その他費用（提案価格に含めないもの） 

本項目に記載の経費については、実費精算するため、アの提案価格には含まな

い。ただし、本項目に記載の業務の実施に伴って必要となる人件費及び事務費に

ついては、ア(ｱ)「一般管理費」に含むこと。 

消費税の税率改正に伴う支出増減分については、本市と指定管理者で別途協議

を行う。 

本項目に含む経費は次のとおり。 
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(ｱ) 住宅共用部分管理経費 

業務仕様書の「１７ その他の管理に関する事務」のうち「⒀ 共用部分の

管理（入居者負担分）、共益費の市徴収対応に関する事務」に係る経費 

a 入居者の共同の利益を図るための費用（共用部分に係る電気、ガス、水

道及び下水道の使用料、除草代、清掃代、電球取替作業代、不法投棄撤去

代等）については入居者負担であり、共益費の徴収及び共用部分の管理に

ついては、基本的には入居者の自治組織（自治会等）が行っているが、自

治組織からの申出により、本市による共益費の徴収（以下「市徴収」とい

う。）及び共用部分の管理を行う場合がある。 

b 指定管理者には、市徴収の団地※における共益費徴収、共有部分の管理、

電力会社等への支払等の業務を実施すること。 

(ｲ) 市徴収の団地※の共用部分の管理に要する経費については、毎年度予定額を

概算払いし、年度末に精算する。 

 ※ 管理対象施設に市徴収の団地（令和６年７月１日現在）は含まれない

が、指定期間中に市徴収を開始する可能性がある。 

ウ 社会資本整備総合交付金等を活用する事業 

業務仕様書の「２０ 施設管理（社会資本整備総合交付金等を活用する事業）

に関する事務」に係る経費 

(ｱ) 高齢者等対応住戸改善事業及び浴室改善事業、浴室設置事業の経費 

・ 高齢者等対応住戸改善事業（バリアフリー事業）及び浴室改善事業、浴

室設置事業の経費は、毎年度本市からの指示に基づき、実施すること。費

用については、別途協議のうえ支払う。 

・ なお、右京区及び西京区管内の公営住宅における過去３か年の整備実績

については次のとおり。 

事業名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

高齢者等対応住戸改善事業 

（バリアフリー事業） 

― ― ５戸 

浴室改善事業 ４戸 １１戸 ５戸 

浴室設置事業 ７戸 ５戸 １２戸 

(ｲ) 計画修繕事業の経費 

計画修繕事業は原則本市が行うが、計画修繕事業に該当する修繕であって

も、協議のうえ、指定管理者の業務とする場合がある。その場合、指定管理

者で行う事業費については、別途協議のうえ支払う。 

エ その他施設管理に係る費用 

業務仕様書の「２１ 施設管理（その他）に関する事務」に係る経費につい

て、別途協議のうえ支払う場合がある。 
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  オ 備考 

   (ｱ) 指定管理者が徴収した家賃、共益費、敷金、駐車場使用料、原状回復費用に

ついては、本市の歳入として取り扱う。 

   (ｲ) 災害発生時における対応や社会情勢の変化により、費用負担が発生する場合

がある。 

⑷ 会計処理等 

市営住宅等における指定管理業務の経理については、応募者の経理とは区分して

処理すること。また、指定管理業務と自主事業についても区分すること。 

また、留意点については次のとおり。 

ア 指定管理業務に伴う収入と支出は、毎年４月１日から翌年３月末日までの事業

年度ごとに、適切な会計処理を行うこと。 

イ 出納閉鎖期間（４月～５月末）においては、前年度分の会計処理を併行して行

うこと。 

ウ 会計処理に関する帳簿には収入及び支出の状況を適切に記帳し、帳簿並びに収

入及び支出の証拠書類は、事業年度の終了後５年間保存すること。 

エ 本市が帳簿並びに収入及び支出の証拠書類の提示を求めた場合は、これに応じ

ること。 

オ 本市は、指定管理業務及び経理状況に関し、随時、報告を求め、実地調査し、

改善のための必要な指示を行うことがあるので留意すること。 

カ 上記のほか、本市から調査及び資料作成等の指示があった場合には迅速かつ誠

実に対応すること。 

⑸ 資金管理専用口座の開設  

指定管理業務について、専用口座を設けて入金管理を行うこと。 

なお、専用口座は、決済用預金（預金保険法第５１条の２第１項に規定する決済

用預金）口座とする。 

⑹ 自主事業 

ア 指定管理者は、指定管理業務に支障のない範囲において、あらかじめ本市の承

認を得たうえで、自主的に事業を行うことができる。 

イ ただし、この場合、後述の収支計画書に当該事業に係る収支をほかの事業と区

別できるように計上すること。 

ウ 自主事業の経費は指定管理者が負担し、その事業収入は指定管理者に帰属する

こととなるが、収入が発生する場合の取扱いは、本市への一定の還元を行うこと

も含め、別途協議を行うものとする。 

エ なお、施設の一部を利用して自主事業を実施する場合は、指定管理者でない者

が施設を利用する場合と同様に、本市による目的外使用許可が必要となる。 

⑺ 行政財産の目的外使用許可 
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行政財産の目的外使用に係る許可並びに使用料及び共益費（市徴収の団地に限る。）

の決定及び徴収については京都市が行うこととする。 

⑻ 契約等の基準 

ア 指定管理者は、指定管理業務の遂行に当たり、第三者と契約を行う場合には、京

都市契約事務規則を含む契約事務に係る要綱、取扱い等に準じた契約形態とする

こと。 

イ 指定管理業務の包括的な再委託は認めない。個別の業務の再委託については、

事前に本市の承認を得ること。 

ウ 指定管理業務を再委託する場合は、京都市公契約基本条例を踏まえ、原則とし

て市内中小企業（京都市公契約基本条例第２条第３号に定める定義による。以下

同じ。）へ発注すること（市内中小企業では困難な場合を除く）。 

エ 第三者との契約に当たっては、入札や相見積り等の手法により価格競争性を働

かすこと。 

⑼ 調査・監査・検査 

本市は、管理の適正を期するため、指定管理者に対して、事業報告のほか、業務

又は経理の状況に関し報告を求め、実地調査及び点検を実施し、必要な指示をする

ことがある。その場合、指定管理者は、調査等に協力し、本市の指示に従うこと。 

また、本市が監査を実施する場合、これに協力すること。 
⑽ 秘密保持義務 

指定管理者の役員及び職員は、指定管理業務に関して知り得た情報及び本施設以

外の市営住宅に関して知り得た情報を漏らし、又は自己の利益のために利用しては

ならない。指定管理者の指定期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又はその

職務を退いた後においても同様とする。 

⑾ 個人情報保護・情報セキュリティの確保  

本施設の入居者等に係る個人情報を保護するため、また、業務の履行に際して必

要となる情報資産を適切に管理するため、必要な措置を講じること。 

⑿ 情報公開 

指定管理業務に関して保有する情報の公開について、必要な措置を講じること。 

 なお、当該業務に関わって作成され、本市に提出された文書は、本市が保有する

文書として情報公開請求の対象となる（プライバシー情報、法人等事業活動情報、

公共の安全、秩序の維持情報及びその他公開すれば事業の適正な執行に支障を及ぼ

す情報等は公開しません。）。 

⒀ 関係法令等の遵守 

指定管理者は、本施設の管理運営に当たり、各種法令、条例、規則のほか、本市

の要綱・要領等の基準を遵守すること。 

⒁ 事故、事件、災害発生等の緊急時の対応  
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指定管理者は、事故、災害等の緊急事態が発生した場合は、直ちに入居者や避難者

の安全確保、救護活動に努め、遅滞なく適切な措置を講じるとともに、関係機関への

緊急連絡・通報、本市への状況報告等、速やかに対応すること。 

指定管理者が緊急措置を取った場合、これに要した費用のうち、指定管理者が負担

することが適当でないと本市が認める部分については、本市が負担する。 

なお、事故等が発生した場合の再発防止策については、本市と対応を協議のう

え、講じること。 

⒂ ＳＤＧｓの推進に向けた取組 
施設の管理運営に当たっては、感染症対策の徹底や館内禁煙による健康への配

慮、電気等の効率的利用、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進等、環境への配慮

を行うこと。 

⒃ リスクの負担区分 

本施設の管理運営に際し予測されるリスクについて、本市と指定管理者との負担

区分は、概ね次のとおりとし、協定書を締結する段階で双方協議のうえ詳細を定め

るものとする。  

リスクの種類 内容 

負担区分 

市 
指定 

管理者 

法令等の変更 

指定管理者制度や施設の管理運営に影響を及ぼ

す法令等の変更 
都度協議 

上記以外の法令等の変更  ○ 

税制度の変更（指定管理料に係る消費税を除く）  ○ 

引継コスト 
業務の引継に関する費用（引継を受ける場合及

び次期指定管理者に引き継ぐ場合） 
 ○ 

申請コスト 申請費用の負担  ○ 

資金調達 必要な資金の確保  ○ 

原状回復の義務 
（ただし、協議のうえ、合意が得られた場合は

この限りではない） 
 ○ 

安全性の確保 
維持管理・運営における安全性の確保及び周辺

環境の保全 
 ○ 

性能リスク 
市が要求する施設運営の水準の不適合に関する

もの 
 ○ 

許認可リスク 

事業の実施に当たって市が取得すべき許認可等

が取得・更新されず又は遅延したことによる費

用及び損害 

○  
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事業の実施に当たって指定管理者が取得すべき

許認可等が取得・更新されず又は遅延したこと

による費用及び損害 

 ○ 

管理リスク 
施設、機器の不備又は施設管理上の瑕疵及び火

災等の事故による損失 
 ○ 

事業の中止、変

更、延期 

指定管理者の責めに帰すべき事由によるもの  ○ 

市の責めに帰すべき事由によるもの ○  

警察等への被害届の提出  ○ 

告訴 都度協議 

備品の損傷  ○ 

周辺地域住民・

入居者・利用者

への対応 

施設の設置に関する訴訟・苦情・要望・住民反

対運動等の対応 
○  

指定管理者が行う業務及び自主事業に起因する

訴訟・苦情・要望・住民反対運動等の対応 
 ○ 

上記以外のものに関する訴訟・苦情・要望・住

民反対運動等の対応 
都度協議 

物価の変動  ○ 

金利の変動  ○ 

事故発生（情報

漏えい等を含

む） ※ 

指定管理者の責めに帰すべき事由によるもの  ○ 

施設・設備の管理に関する瑕疵によるもの  ○ 

上記以外の理由によるもの 都度協議 

施設・設備の損

傷 ※ 

指定管理者の管理瑕疵や故意・過失によるもの  ○ 

上記以外の理由によるもの 都度協議 

入居者・利用者

及び第三者への

賠償（国家賠償

法に基づく求償

権を市が指定管

理者に行使する

場合を含む） 

※ 

指定管理者としての業務及び自主事業により損

害を与えた場合 
 ○ 

施設・設備の管理に関する瑕疵により損害を与

えた場合 
 ○ 

上記以外の理由で損害を与えた場合 都度協議 

天災・事故・感

染症等不可抗力 

市、指定管理者どちらの責めにも属しない自

然、人為的現象による損傷、経費増加、業務履

行困難（事業運営に影響がある場合） 

都度協議 

※ ただし、指定管理者は事故や損傷が発生しないよう、常に善良なる管理者の注意

をもって、法定点検を含む日々の保守点検等を確実に行うのはもちろんのこと、適
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宜パトロール等を実施し、必要な場合は速やかに修繕等の対応を行うなどし、施設

の安全を維持すること。これらの対応等の欠如によって生じた事故等については、

リスク分担表の記載に関わらず、指定管理者の責任を問われることとなるので、十

分に注意すること。 

⒄ 損害賠償保険への加入 

指定管理者は、指定管理業務を実施するに当たっての事故等に対応するため、リ

スクに応じた必要な保険に入り、それを証明する書類を本市に提出すること。な

お、火災保険については本市が加入している。 

⒅ 本市が主催・共催する事業への協力 

本市が主催・共催する事業に協力すること。 

⒆ 関係機関との連絡調整業務 

指定管理者は、本市が出席を要請した会議等に出席するとともに、関係機関との連

絡調整会議などを適宜開催し、関係機関との連絡調整を図ること。 

⒇ 文書の保管 

指定管理業務に関して作成し、又は取得した書類、帳簿その他の文書について

は、適切に保管すること。 

(21) 規程類の整備 

業務遂行に当たり必要となる事務処理マニュアルを本市と協議のうえ、作成し、

本市に作成したマニュアルを提出すること。 

また、マニュアルは、適宜更新し、その都度、本市に提出すること。 

  (22) その他報告事項 
指定管理者は、次の事項に該当したときは、速やかに本市に報告すること。 

ア 本施設で事件、事故及び不祥事が生じたとき。 

イ 本施設の管理に関し、法令違反となる（又は法令違反のおそれのある）行為が

あったとき。 

ウ 施設の供用に影響を及ぼすおそれがある施設・設備等の不具合又は破損が見つ

かったとき。 

エ 本施設が災害により被災したとき。 

オ 本施設の管理に係る物品が滅失し、又はき損したとき。 

カ 本施設の管理に関し、争訟が提起されたとき、又は提起されるおそれがあると

き。 

キ 指定管理者の定款若しくは寄付行為又は登記事項に変更があったとき。 

ク 指定管理者と金融機関との取引が停止となったとき。 

ケ 指定管理者が施設の管理業務に関して有する債権に対し差押え（仮差押えを含

む。） 等がなされたとき。 

コ 応募の際に提出した事業計画書その他の書類の重要な部分に変更があったと
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き。 

サ 排除条例第９条、第１０条第１項又は同条第２項の規定に該当する疑いのある

とき。 

(23) 業務の引継ぎ 

指定管理期間終了又は指定の取消しにより、次期指定管理者等に引き継ぐ場合

は、円滑かつ速やかな引継ぎに協力するとともに、業務引継書を作成し本市の承認

を得たうえで、必要なデータ等について無償で提供すること。また、引継ぎに係る

費用は、指定管理者が次期指定管理者と協議のうえ負担すること。 

 

６ 管理運営に関するモニタリング及び評価 

管理運営の適正を期するため、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づ

き、指定管理者は管理運営業務や経理の状況に関し、本市へ定期報告すること。ま

た、本市が行う実地調査の結果、指示等があった場合は、適切に対応すること。 

⑴ 入居者アンケート等の実施 

入居者ニーズの収集、把握及び事業への反映方法を事業計画書により提案するこ

と。ただし、毎年度１回以上の入居者アンケートの実施を必須とする。 

また、アンケート等により、必ず入居者満足度の統計を取ることとするが、提案に

当たってはその目標数値についても自ら設定すること。 

なお、アンケート等の内容及び実施時期や、具体的な数値目標については、提案を

基に本市と調整するものとする。 

⑵ 事業報告 

毎年度、４月末までに前年度の施設の管理運営に関する事業報告書を本市に提出

すること。事業報告書には、次に掲げる事項を中心に記載するものとするが、詳細

については別途指示する。なお、これらの資料については、公表する。 

ア 管理運営業務の実施状況 

イ 収納の実績 

ウ 管理に係る経費の収支状況 

エ 自主事業の実施状況及び収支状況 

オ その他管理の実態を把握するために必要な事項 

⑶ 定例報告書 

指定管理者は、次に掲げる事項について、本市が指定する期間ごとに定例報告書

を提出すること。 
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提出期日は、毎月分は翌月１５日（土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（１２月

２９日から１月３日まで）の場合においては、その前営業日まで。以降、提出期日

の取扱いは同じ。）、第１四半期分は７月１５日、第２四半期分は１０月１５日、第

３四半期分は１月１５日、第４四半期分は４月１５日までに提出（指定管理期間の

最終月又は最終年度の第４四半期分は業務終了後速やかに提出）すること。 

⑷ 実地調査 

本市は管理運営状況の確認のため、適宜、実地調査を行う。 

また、毎年の入居者アンケートの結果、事業報告書及び定例報告書に基づき、業

務内容に改善が必要と本市が判断した場合には、自ら実地調査を行い、指定管理者

に対して必要に応じて指示、是正勧告等を行う。 

なお、是正勧告等によっても改善が見られない場合は、指定期間中であってもそ

の指定を取り消す場合がある。 

⑸ 数値目標と次期指定管理者選定への反映 

指定管理者の管理運営状況について、毎年度本市においてモニタリング評価を行

う。評価に当たっては、事業報告書や実施調査の結果のほか、次に掲げる数値目標の

達成状況等も踏まえ、総合的に評価し、公表する。 

なお、指定管理者となった者が、次の指定管理期間における指定管理者の応募に参

加する場合は、次期指定管理者選定における審査の際に、モニタリング評価の結果等

を反映させる場合がある。 

数値目標 

・ 家賃の徴収率（現年）            ：99.45%以上 

・ 入居者アンケート調査等に基づく入居者の満足度：提案に基づき設定 

⑹ ペナルティ 

現年度分の家賃徴収率が、以下に示すペナルティ基準よりも減少した場合は、協議

のうえ、差額（（家賃調定額×ペナルティ基準（%））－（家賃調定額×団地の徴収率

（%）））の 50%について、翌年度の指定管理料から減じることがある（年度協定の変

更）。指定期間の最終年度については本市が別に定める徴収率で判断し、精算する。 

ペナルティ基準 

・ 家賃の徴収率（現年）            ：99.15%  

 

定例報告書 期間 

収納の実績 毎月 

管理運営業務の実施状況 四半期ごと 

管理運営業務の収支状況 四半期ごと 

自主事業の実施状況 四半期ごと 
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７ 選定の手順 

令和 6年 7月 24 日（水） 

 

 

7 月 26 日（金） 

7 月 29 日（月） 

7 月 30 日（火） 

 

8 月 5日（月） 

 

 

8 月 16 日（金） 

 

8 月 20 日（火） 

 

 

     8 月 26 日（月） 

 

 

        9 月中旬 

 

 

        10 月中旬 

 

 

８ 応募方法等について 

⑴ 提出書類 

提出書類については、「１２ 提出書類一覧表」のとおり。ただし、任意の団体に

あっては、一部の書類の提出の免除等について相談に応じる。 

（留意点） 

・ 申請は１案のみとし、複数の申請は認めない。 

・ 提出期限後において、提出された書類の内容を変更することはできない。また、

提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とする。 

・ 応募書類は、理由のいかんにかかわらず返却しない。また、提出された書類に    

ついて、情報公開の請求がある場合は、京都市情報公開条例等の規定に基づき、

公開等の判断を行う。「事業計画書及び収支計算書」は特に本施設の運営に影響

を及ぼすため、全て公開の対象となることを前提に提案内容を記載すること。 

なお、書類の公開に当たって、申請法人等（応募書類の提出者）に対し、本市か

ら公開に関する連絡はしない。 

 

質疑の回答 
（8/16） 

 
質疑の受付 

（7/24～8/5） 

 
応募申請書・添付資料の

受付 
（8/20～8/26） 

書類選考 
プレゼンテーション 

ヒアリング 

指定候補者の選定 

募集説明会 
（7/26） 

団地見学会 
（7/29、30） 

募集要項及び申請様式の配布（～8/26） 
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配布日時 

・令和６年７月２４日（水）から８月２６日（月）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

・午前９時から午後５時まで 

受付期間 
令和６年８月２０日（火）から８月２６日（月）まで 

受付は午前９時から午後５時まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

受付方法 

郵送（期限内必着）又は持参に限る。 

※ 持参の際は、書類の確認を行うため、事前に電話連絡を行う

こと。 

受付場所 

（事前連絡先） 

〒６０４－８５７１ 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 分庁舎

２階 

京都市都市計画局都市企画部都市総務課 

電話 ０７５－２２２－３６１０（直通） 

Email toshisomu@city.kyoto.lg.jp 

備考 

・グループ応募の場合は、構成法人等一覧及び役割分担を証明

する協定書等の写し（様式任意）を添付すること。 

・正本（１部）は、ファイルやステープラー等で留めず、クリ

ップ留めで提出すること。 

・全ての提出書類の電子データ（Word、Excel 又は PDF 形式）が

入った CD-R（1 枚）を合わせて提出すること（提出前に最新のウ

イルス定義ファイルを適用したウイルスチェックソフトを使用

し、ウイルスチェックを行うこと）。 

⑵ 募集説明会 

開催日時 令和６年７月２６日（金） 

開催場所 京都市役所会議室（予定） 

※詳細な日時及び場所は、参加申込者に別途連絡する。 

申込方法 令和６年７月２５日（木）正午までに参加申込書（第１４号様

式）を⑴の宛先に提出すること（期限内必着）。 

持参、郵送、ＦＡＸ、メールのいずれも可。 

備考 参加者は、１法人等４名以内。 

・質問は、⑷に記載の方法により行うこと。 

⑶ 団地見学会 

開催日時 令和６年７月２９日（月）・３０日（火） 

開催場所 洛西付近の市営住宅 

※詳細な日時及び場所は、参加申込者に別途連絡する。 

※空家整備工事前後の住戸を見学予定。 

mailto:toshisomu@city.kyoto.lg.jp
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申込方法 令和６年７月２５日（木）正午までに参加申込書（第１４号様

式）を⑴の宛先に提出すること（期限内必着）。 

持参、郵送、ＦＡＸ、メールのいずれも可。 

備考 ・参加者は、１法人等４名以内。 

・質問は、⑷に記載の方法により行うこと。 

・施設へは公共交通機関を利用すること。 

⑷ 質問の受付と回答の公表 

受付期間 令和６年７月２４日（水）から８月５日（月）まで 

（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時から午後５時まで 

質疑の資格 「１ 指定管理者の資格」を満たす者とする。 

質疑の方法 令和６年８月５日（月）午後５時までに質問票（第１５号様

式）を⑴の宛先に提出すること（期限内必着）。 

持参、郵送、ＦＡＸ、メールのいずれも可。 

回答 令和６年８月１６日（金）に、全ての質問及び回答について、

京都市情報館の都市計画局都市企画部都市総務課ホームページ

に掲載する。 

・やむを得ない事情により回答が遅れる場合は、質問者全員に

別途連絡を行い、上記ホームページにもその旨掲載する。回答

はこの要項と一体のものとして、要項と同等の効力を有するも

のとする。 

備考 ・応募に関連のない質疑には回答しない。質疑の内容は精査の

うえ、要旨を簡潔にまとめること。 

 ⑸ 追加書類の提出及び運営する施設等の実地調査 

   京都市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求め、申請書類の内容に関し確

認を行い、又は申請団体が現在運営する施設の実地調査を行うことがある。 

⑹ プレゼンテーションの実施 

  申請書類等の提出後にプレゼンテーションの機会を設ける（９月中旬予定）。 

    ※ 開催時間、場所及び実施方法など詳細は指定管理者指定申請書提出者に別途通

知する。 

 ⑺ 著作権の帰属等 

申請書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、指定候補者の選定の公表等に

必要な場合には、申請書類の内容を本市が無償で使用できるものとする。 

なお、申請書類は理由の如何にかかわらず返却しない。 

⑻ 費用の負担 

申請に要する費用は、全て申請者の負担とする。 
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⑼ 申請の辞退  

申請書類の提出後、申請を辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出するこ

と。 

⑽ 資料の取扱い 

本市が提供する資料は、応募に関わる検討以外の目的で使用することを禁止す

る。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、本市の了承を得ることなく、第三者

に対してこれを使用させたり、又は内容を提示したりすることを禁止する。 

⑾ 第三者の権利の侵害 

申請法人等が、応募に当たり、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他法令

に基づいて保護される権利を侵害し、第三者に損害を与えたときは、その責任の一

切を申請法人等が負うものとする。 

 

９ 指定候補者の選定等  

⑴ 指定候補者の選定方法 

指定候補者は、「京都市都市計画局指定管理者選定等委員会」の意見を聴取した

うえで、市長が決定する。指定候補者の選定に当たっては、応募書類による審査の

ほか、必要に応じて選定委員会に対するプレゼンテーションの機会（令和６年９月

中旬を予定）を設ける。この際には、各申請法人等から４名以内の出席を求める

が、本市の外郭団体によるプレゼンテーションにおいては、当該団体に派遣されて

いる本市職員及び過去に本市の常勤職員であった者の参加は認めない。 

⑵ 選定等委員会の委員への接触の禁止 

本件募集について、選定等委員会の委員に接触することを禁止する。接触の事実

が認められたときは、失格となることがある。 

⑶ 選定等委員会 

  ア 選定等委員会の役割 

選定等委員会は、募集要項及び選定基準等に係る事項について検討し、指定候

補者の選定を行う。 

イ 選定等委員会委員（敬称略、五十音順） 

氏名 役職等 

宇野伸宏 京都大学大学院工学研究科教授 

◎加藤博史 龍谷大学名誉教授 

清水仁之介 市民公募委員 

新納麻衣子 公認会計士 

○葉山勉 京都精華大学デザイン学部建築学科建築コース教授 

檜谷美恵子 京都府立大学大学院生命環境科学研究科教授 

◎委員長、○副委員長 
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⑷ 審査項目及び評価方法 

別紙「指定候補者の審査項目及び評価方法」のとおり。 

⑸ 審査結果 

   指定候補者の選定は、１０月中旬の予定。審査結果については、申請者全員に文書

で通知する。 

⑹ 指定候補者の選定等の公表 

   指定候補者の選定後、概況（経過等）、審査内容の概要については公表する。 

 ⑺ 協定書の締結 

   指定候補者の選定後、京都市と指定候補者は、本施設の管理運営に関する仮協定

書を締結する。 

   また、本協定の締結は、京都市会において指定管理者の指定の議決及び委託料に

係る予算の議決があった後、本市が議決のあった旨を指定管理者に通知する。この

通知があったときに、先に締結した仮協定が本協定となるものとする。 

⑻ 市会の議決及び指定管理者の指定 

地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、京都市会に指定管理者とする

旨の議案を付議し、議決を受けたうえで、指定管理者を指定する。ただし、京都市会

の議決を経るまでの間に、指定候補者が本要項に定める基本的事項に反したときな

ど、指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生じたときは、

指定管理者に指定しないことがある。 

なお、京都市会の議決が得られなかった場合又は否決した場合においても、指定

候補者が本施設の管理運営の準備のために支出した費用、提出した事業計画案等へ

の対価については、一切補償しない。 

⑼ 労働関係法令遵守状況報告書の提出 

本件の指定管理者（受託者）となった場合、指定管理協定（契約）締結後、京都市

公契約基本条例第１２条の労働関係法令遵守状況報告書を提出すること（同報告書

の詳細は、ホームページ「京都市入札情報館」に記載）。 

⑽ 第２候補者及び第３候補者との交渉 

指定候補者の選定後、市会の議決を得るまでの間に、当該候補者を指定管理者に

指定することが著しく不適当と認められる事情が生じたときは、第２候補者、第３

候補者と順次協議を行う。 

⑾ 業務の準備行為等 

新たな指定管理者は、指定期間開始日から円滑に業務が実施できるよう必要な準

備行為を行うものとし、かつ、それに要する費用を負担するものとする。 

 

１０ 指定の取消等  

⑴ 業務の休廃止 

指定管理者は、指定管理業務を休止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め本市の承認を受けなければならない。 

⑵ 指定の取消等 

指定管理者が、次のいずれかに該当する場合は、指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部又は一部の停止を命じることがある。 
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ア 本施設の管理運営を適正かつ確実に実施することができないと認められる場合 

イ 指定に関し不正の行為があった場合 

ウ 法令の規定、指定の条件又は協定書に記載された条件に違反した場合 

エ 法令の規定、指定の条件又は協定書の規定に基づく報告の聴取、調査、監査又

は検査の実施に当たり、これを拒否し、若しくは妨害し、又は正当な理由なく指

示に従わなかった場合 

オ 指定管理者が暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当することが判明した場合 

カ 指定期間が終了するまでに、本市が施設の供用を休止し、又は廃止する場合 

キ 公の施設の管理の基準又は業務の範囲の大幅な変更等により再指定を行う場合 

ク その他施設の管理業務を継続しがたい事由があると認められる場合 

⑶ 原状回復及び引継ぎ 

指定管理者は、指定期間が終了するとき（継続して指定されたときを除く。）又

は指定が取り消されたときは、本市が特に支障がないと認めた場合を除き、速やか

に施設を原状に回復するとともに、自主事業を終了し、次の指定管理者等が円滑に

業務を遂行できるよう十分な引継ぎを行うものとする。ただし、次の指定管理者と

合意したときは、自主事業の内容を引き継ぐことができる。 

⑷ 市税に関する留意事項 

指定管理者は、国税（法人税、消費税など）、府税（法人府民税、法人事業税な

ど）、市税（法人市民税、事業所税など）、事業を行う者にかかる事業所税等の納

税義務者となることがあるので留意すること。 

 

１１ 問合せ先 

〒604-8571 京都市中京区寺町通御池上ル上本能寺前町 488 番地 

分庁舎２階 

京都市都市計画局都市企画部都市総務課（担当：垣内、佐藤） 

電 話：075-222-3610 

ＦＡＸ：075-222-3689 

E-Mail：toshisomu@city.kyoto.lg.jp  

 

１２ 提出書類一覧表 

※ 提出部数が「７」部となっている書類については、正本１部・副本６部とする。 

 

 

 

 

 

 

mailto:toshisomu@city.kyoto.lg.jp
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⑴ 申請に係る基本書類  

提出書類 主な記載事項等 
部

数 
様式 

関連審

査項目 
申請書 ⑴ 指定管理者指定申請書 7 第１号 ― 

⑵ 指定管理者指定申請者連絡先 7 第２号 ― 
⑶ 誓約書（応募資格関係） 1 第３号※ ― 
⑷ 誓約書（排除条例関係） 1 第４号※ ― 

定款又は寄

付行為 
＊法人以外の団体は、規約等を提出 7 指定なし※ ― 

法人登記簿

謄本 
現在事項全部証明書 
＊申請日前３か月以内に発行された原本 

1 指定なし※ ― 

印鑑証明書 法人印鑑証明書（法人以外は代表者の印鑑

登録証明書） 
＊申請日前３か月以内に発行された原本 

1 指定なし※ ― 

納税証明書

等 
直近 2 年間分の納税証明書原本添付 

・国税（法人税及び消費税） 

・法人等又は代表者の所在地の市町村

税（法人市民税及び都市計画税・固定

資産税等）＊非課税等により納税証明書

が提出できない場合は、当該法人等の代

表者が作成した理由書等を提出 

1 指定なし※ ― 

グループ応

募の協定書

等 

グループ応募の協定書等構成法人等の役割

分担等を証明する協定書等 
＊グループ応募の場合のみ提出 

7 指定なし ― 

⑵ 指定管理者としての適格性及び能力に関する書類 

提出書類 主な記載事項等 
部

数 
様式 

関連審

査項目 

法人等の概

要 

・法人等の基礎情報 

・財務状況の概要 

7 第５号※ No.1 

 

・役員名簿 

・組織図 

7 指定なし※ 

・過去３事業年度の決算書（損益計算書、

貸借対照表、キャッシュフロー計算書） 

7 指定なし※ 

・申請法人等の拠点所在地 7 第６号 No.11 

類似施設の

運営実績 

・共同住宅（賃貸のみ）の管理実績 7 第７号 No.2 
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⑶ 事業計画書Ａ（評価分野②関係） 

提出書類 主な記載事項等 
部

数 
様式 

関連審

査項目 

個人情報の

保護 

・個人情報等の保護の考え方・体制 7 第８号 No.3 

・個人情報保護及び情報公開の規程の写し 7 指定なし 

危機管理の

方策 

・事故・不祥事防止などを含む日常的な危

機管理の方策・体制 

・防災対策及び非常災害時の対応策・体制 

・コンプライアンスの推進 

7 第８号 No.4 

運営方針、

職員体制、

施設維持管

理の考え方 

・公営住宅の設置目的を踏まえた管理運営

の方針 

・職員体制 

・職員の人材育成や研修方針 

・労働環境に関する考え・取組 

・施設維持管理業務についての考え方 

7 第８号 No.5 

住民相談、

苦情、トラ

ブル対応等 

・住民相談、苦情、トラブル対応等につい

ての考え方と具体策 

 

 

7 第８号 No.6 

入居者ニー

ズの把握及

び事業への

反映方法 

・入居者ニーズの収集方法及び事業への反

映方法 

・入居者の満足度に係る数値目標 

7 第８号 No.7 

家賃等徴収

事務 

・業務体制・金銭の適切な管理方法 

・家賃収納や滞納解消の方策 

7 第８号 No.8 

 

⑷ 事業計画書Ｂ（評価分野③関係） 

提出書類 主な記載事項等 
部

数 
様式 

関連審

査項目 

サービス向

上の取組・

自主事業 

・サービス向上及び自主事業に関する提案 7 第９号 No.9 
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⑸ 事業計画書Ｃ（評価分野④関係） 

提出書類 主な記載事項等 
部

数 
様式 

関連審

査項目 

市内企業振興 ・市内中小企業への発注の考え方 7 第１０号 No.10 

市政への貢

献 

・本市の政策に対する貢献・適合 

・CSR の取組状況 

※政策分野ごとに記述 

7 第１０号 No.12 

・本項目に関連する資格・認証の取得状況

等を証する根拠資料（認定証の写しなど） 

※代表法人等のみ提出 

7 指定なし No.12 

 

⑹ 事業計画書Ｄ（評価分野⑤関係）及び収支計画書 

提出書類 主な記載事項等 
部

数 
様式 

関連審

査項目 

経営計画 ・４年間の経営方針・安定的運営の確保 

・効率的運営・コスト縮減策 

7 第１１号 No.13 

収支計画書 ・収支計画（指定管理料） 7 第１２号 No.13 

No.14 ・指定管理料積算内訳 7 指定なし 

・収支計画（自主事業）※必要な場合のみ 7 第１３号 No.9 
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留意事項 

○ 事業計画書（⑶～⑹の書類）の作成に当たっては、申請法人等の名称等（グループ

応募の構成法人等の名称を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成すること（た

だし管理施設等の名称の記載は可）。 
○ 事業計画書に付属して提出する根拠資料等（認定証の写しなど）については、匿名

性を持たせるための加工は不要（本市において加工する）。 
○ 事業計画書（⑶～⑹の書類）は合わせてＡ４版で両面２０ページ以内の枚数に収

めること（枚数制限）。 
○ 様式の欄に「※」を付したものについては、グループ応募の場合、全ての構成法

人等が様式を提出すること。 
 ○ 各様式の記載欄が不足する場合は必要に応じ行を増やすなどしても差し支えない

が、枚数制限がある場合は厳守すること。また、フォントサイズは原則 10.5pt 以

上とする。 
 ○ 各様式において、「【例】と記載した上で網掛け」がかかっている箇所について

は、あくまで記入例として記載しているものとなるので、削除しても差し支えな

い。 
○ 「指定なし」とした様式については、フォントサイズ等を指定しないが、必ずＡ

４判で印刷すること。 
  
 


